
（平成２５年１０月９日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認東北地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件



東北（秋田）国民年金 事案 1816 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年４月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月から 58 年３月まで 

私と妻は、国民年金制度が始まった昭和 36 年からそれぞれ国民年金

に加入していた。また、家業を営んでおり、40 年からは役場の職員が

国民年金保険料を自宅へ集金に来たので、その際に納付していた。 

現在は、領収書や年金手帳は紛失して所持していないが、申立期間当

時の確定申告書控えの写しに国民年金保険料が控除されたことが記載さ

れているので提出する。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ商工会が保管していた昭和 54 年分、55 年分、57 年分及び

58 年分の所得税の確定申告書控えの写しを同商工会から平成 21 年２月２

日に入手したことが確認でき、その入手の経緯を踏まえると、同申告書控

えは当時作成されたものと推認できる。 

また、申立人の妻は、「役場の職員が年末に自宅に来た時に、私か主人

がその年の１年分の国民年金保険料を納付した。当時は、主人の弟も仕事

を手伝っていたので、弟の保険料も納付したと思う。」と述べているとこ

ろ、申立人から提出された昭和 55 年分の確定申告書控えの社会保険料控

除額に記載された「国民年金保険料額 13 万 5,720 円」は、昭和 55 年度の

国民年金保険料額３人分と一致していることから、申立人夫婦及び申立人

の弟の保険料と推認される上、57 年分及び 58 年分の同申告書控えに記載

された「国民年金保険料額」を合算した金額は、57 年度の保険料額３人

分の合計額と近似している。 



さらに、申立人及びその妻の主張によると、申立人は昭和 56 年分につ

いても確定申告を行っていることが認められるところ、同年分の確定申告

書控えはＡ商工会では見当たらないとして提出されていないが、その前後

の年の同申告書控えの社会保険料控除額の欄に国民年金保険料額の記載が

有ることに照らすと、同年分の確定申告に際しても国民年金保険料を納付

したことを示す記載が存在した可能性が高い。 

加えて、申立人は、申立期間を除く婚姻後の国民年金加入期間に国民年

金保険料が未納とされている期間は無く、かつ、婚姻後において住所に変

更が無い上、申立期間前後の保険料が納付済みであることを踏まえると、

生活状況に大きな変化があったとは認められない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



東北（秋田）国民年金 事案 1817 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年４月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月から 58 年３月まで 

私と夫は、国民年金制度が始まった昭和 36 年からそれぞれ国民年金

に加入していた。また、家業を営んでおり、40 年からは役場の職員が

国民年金保険料を自宅へ集金に来たので、その際に納付していた。 

現在は、領収書や年金手帳は紛失して所持していないが、申立期間当

時の確定申告書控えの写しに国民年金保険料が控除されたことが記載さ

れているので提出する。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ商工会が保管していた申立人の夫に係る昭和 54 年分、55

年分、57 年分及び 58 年分の所得税の確定申告書控えの写しを同商工会か

ら平成 21 年２月２日に入手したことが確認でき、その入手の経緯を踏ま

えると、同申告書控えは当時作成されたものと推認できる。 

また、申立人は、「役場の職員が年末に自宅に来た時に、私か主人がそ

の年の１年分の国民年金保険料を納付した。当時は、主人の弟も仕事を手

伝っていたので、弟の保険料も納付したと思う。」と述べているところ、

申立人から提出された昭和 55 年分の確定申告書控えの社会保険料控除額

に記載された「国民年金保険料額 13 万 5,720 円」は、昭和 55 年度の国民

年金保険料額３人分と一致していることから、申立人夫婦及び申立人の義

弟の保険料と推認される上、57 年分及び 58 年分の同申告書控えに記載さ

れた「国民年金保険料額」を合算した金額は、57 年度の保険料額３人分

の合計額と近似している。 



さらに、申立人及びその夫の主張によると、申立人の夫は昭和 56 年分

についても確定申告を行っていることが認められるところ、同年分の確定

申告書控えはＡ商工会では見当たらないとして提出されていないが、その

前後の年の同申告書控えの社会保険料控除額の欄に国民年金保険料額の記

載が有ることに照らすと、同年分の確定申告に際しても国民年金保険料を

納付したことを示す記載が存在した可能性が高い。 

加えて、申立人は、婚姻後において住所に変更が無い上、申立期間前後

の保険料が納付済みであることを踏まえると、生活状況に大きな変化があ

ったとは認められない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3154 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ事業所における

資格喪失日に係る記録を昭和 36 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年５月 31 日から同年６月１日まで 

夫は、昭和 23 年にＡ株式会社（現在は、Ｃ株式会社）に入社し、54

年に退職するまで継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時にＡ株式会社で勤務していた複数の同僚の証言により、申

立人は、申立期間において同社に勤務していたことが推認できる。 

また、Ａ株式会社は、商業登記簿により、昭和 34 年２月にＤ県Ｅ市か

らＦ県Ｇ市に本社を移転していることが確認できるところ、健康保険厚生

年金保険被保険者名簿及び同僚の一人が保管する同社の社員名簿とする資

料（昭和 35 年 10 月作成）等により、同市に移転した本社が 36 年６月１

日にＡ株式会社として厚生年金保険の適用事業所となるまでは、同社本社

のほか、同社Ｈ事業所及び各県の同社営業所等に勤務する者について、適

用事業所であった同社Ｂ事業所において一括して厚生年金保険を適用して

いたことがうかがえる。 

さらに、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

昭和 36 年６月１日に同社において厚生年金保険被保険者資格を取得して



いることが確認できる 82 人のうち、申立人を含む 81 人について、オンラ

イン記録により、その前日の同年５月 31 日に同社Ｂ事業所において被保

険者資格を喪失していることが確認できる。 

加えて、Ｃ株式会社は、「申立人の在籍及び厚生年金保険料の控除につ

いて、当時の資料は保管されていないため不明であるが、厚生年金保険の

加入状況から申立期間に退職したことは考え難く、申立期間も継続して勤

務し、保険料を給与から控除していたものと推認でき、記録の欠落につい

ては、当時の手続に誤りがあったものと思われる。」旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ株式会社

に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社Ｂ

事業所における昭和 36 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、３

万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 36 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いこ

とから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3155 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ事業所における

資格喪失日に係る記録を昭和 36 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 7,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年５月 31 日から同年６月１日まで 

私は、昭和 35 年４月にＡ株式会社（現在は、Ｃ株式会社）に入社し、

59 年４月に関連会社の株式会社Ｄに異動するまで継続して勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び申立期間当時にＡ株式会社で勤務していた複数

の同僚の証言により、申立人は、申立期間において同社に勤務していたこ

とが推認できる。 

また、Ａ株式会社は、商業登記簿により、昭和 34 年２月にＥ県Ｆ市か

らＧ県Ｈ市に本社を移転していることが確認できるところ、健康保険厚生

年金保険被保険者名簿及び同僚の一人が保管する同社の社員名簿とする資

料（昭和 35 年 10 月作成）等により、同市に移転した本社が 36 年６月１

日にＡ株式会社として厚生年金保険の適用事業所となるまでは、同社本社

のほか、同社Ｉ事業所及び各県の同社営業所等に勤務する者について、適

用事業所であった同社Ｂ事業所において一括して厚生年金保険を適用して

いたことがうかがえる。 

さらに、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

昭和 36 年６月１日に同社において厚生年金保険被保険者資格を取得して

いることが確認できる 82 人のうち、申立人を含む 81 人について、オンラ



イン記録により、その前日の同年５月 31 日に同社Ｂ事業所において被保

険者資格を喪失していることが確認できる。 

加えて、Ｃ株式会社は、「申立人の在籍及び厚生年金保険料の控除につ

いて、当時の資料は保管されていないため不明であるが、厚生年金保険の

加入状況から申立期間に退職したことは考え難く、申立期間も継続して勤

務し、保険料を給与から控除していたものと推認でき、記録の欠落につい

ては、当時の手続に誤りがあったものと思われる。」旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ株式会社

に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社Ｂ

事業所における昭和 36 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、

7,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 36 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いこ

とから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3156 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ事業所における

資格喪失日に係る記録を昭和 36 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年５月 31 日から同年６月１日まで 

夫は、昭和 34 年４月にＡ株式会社（現在は、Ｃ株式会社）に入社し、

57 年 10 月に関連会社の株式会社Ｄに異動するまで継続して勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び申立期間当時にＡ株式会社で勤務していた複数

の同僚の証言により、申立人は、申立期間において同社に勤務していたこ

とが推認できる。 

また、Ａ株式会社は、商業登記簿により、昭和 34 年２月にＥ県Ｆ市か

らＧ県Ｈ市に本社を移転していることが確認できるところ、健康保険厚生

年金保険被保険者名簿及び同僚の一人が保管する同社の社員名簿とする資

料（昭和 35 年 10 月作成）等により、同市に移転した本社が 36 年６月１

日にＡ株式会社として厚生年金保険の適用事業所となるまでは、同社本社

のほか、同社Ｉ事業所及び各県の同社営業所等に勤務する者について、適

用事業所であった同社Ｂ事業所において一括して厚生年金保険を適用して

いたことがうかがえる。 

さらに、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、



昭和 36 年６月１日に同社において厚生年金保険被保険者資格を取得して

いることが確認できる 82 人のうち、申立人を含む 81 人について、オンラ

イン記録により、その前日の同年５月 31 日に同社Ｂ事業所において被保

険者資格を喪失していることが確認できる。 

加えて、Ｃ株式会社は、「申立人の在籍及び厚生年金保険料の控除につ

いて、当時の資料は保管されていないため不明であるが、厚生年金保険の

加入状況から申立期間に退職したことは考え難く、申立期間も継続して勤

務し、保険料を給与から控除していたものと推認でき、記録の欠落につい

ては、当時の手続に誤りがあったものと思われる。」旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ株式会社

に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社Ｂ

事業所における昭和 36 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、１

万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 36 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いこ

とから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3158 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ

株式会社）Ｃ事業所における資格取得日に係る記録を昭和 43 年３月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年３月１日から同年４月 10 日まで 

私は、昭和 43 年３月１日付けでＡ株式会社Ｄ事業所から同社Ｃ事業

所への転勤を命ぜられた。 

しかし、年金記録を確認したところ、Ａ株式会社Ｄ事業所において昭

和 43 年３月１日に厚生年金保険被保険者の資格喪失、同社Ｃ事業所に

おいて同年４月 10 日に資格取得となっている。 

申立期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社から提出された社員名簿及び雇用保険の加入記録から判断す

ると、申立人は、Ａ株式会社に継続して勤務し（昭和 43 年３月１日にＡ

株式会社Ｄ事業所から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ事業

所における昭和 43 年４月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録か

ら、２万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、Ｂ株式会社は不明としており、このほかに確認できる関連資料



及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



東北（岩手）厚生年金 事案 3159 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ事業所における

資格喪失日に係る記録を昭和 36 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 9,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年５月 31 日から同年６月１日まで 

私は、昭和 35 年６月にＡ株式会社（現在は、Ｃ株式会社）に入社し、

49 年６月に退職するまで継続して勤務していたので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び申立期間当時にＡ株式会社で勤務していた複数

の同僚の証言により、申立人は、申立期間において同社に勤務していたこ

とが推認できる。 

また、Ａ株式会社は、商業登記簿により、昭和 34 年２月にＤ県Ｅ市か

らＦ県Ｇ市に本社を移転していることが確認できるところ、健康保険厚生

年金保険被保険者名簿及び同僚の一人が保管する同社の社員名簿とする資

料（昭和 35 年 10 月作成）等により、同市に移転した本社が 36 年６月１

日にＡ株式会社として厚生年金保険の適用事業所となるまでは、同社本社

のほか、同社Ｈ事業所及び各県の同社営業所等に勤務する者について、適

用事業所であった同社Ｂ事業所において一括して厚生年金保険を適用して

いたことがうかがえる。 

さらに、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

昭和 36 年６月１日に同社において厚生年金保険被保険者資格を取得して

いることが確認できる 82 人のうち、申立人を含む 81 人について、オンラ



イン記録により、その前日の同年５月 31 日に同社Ｂ事業所において被保

険者資格を喪失していることが確認できる。 

加えて、Ｃ株式会社は、「申立人の在籍及び厚生年金保険料の控除につ

いて、当時の資料は保管されていないため不明であるが、厚生年金保険の

加入状況から申立期間に退職したことは考え難く、申立期間も継続して勤

務し、保険料を給与から控除していたものと推認でき、記録の欠落につい

ては、当時の手続に誤りがあったものと思われる。」旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ株式会社

に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社Ｂ

事業所における昭和 36 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、

9,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 36 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いこ

とから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3160 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）Ｃ支店における資格喪失日に係る記録を昭和 49 年４月１日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額を９万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年３月 16 日から同年４月１日まで 

私は、昭和 46 年４月１日から平成 19 年６月 30 日まで、継続してＡ

株式会社に勤務し、昭和 49 年４月１日付けで同社Ｃ支店から同社本社

へ異動したが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が無く納得で

きないので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社から提出された人事原簿及び雇用保険の加入記録から判断す

ると、申立人は、Ａ株式会社に継続して勤務し（昭和 49 年４月１日にＡ

株式会社Ｃ支店から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ支店

における健康保険厚生年金保険被保険者原票の昭和 49 年２月の記録から、

９万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、Ｂ株式会社は不明としており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



東北（宮城）国民年金 事案 1814 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年 11 月から 40 年５月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年 11 月から 40 年５月まで 

私と同居親族がそれぞれ 60 歳になるまでの期間の国民年金保険料は、

父親が全期間前納をしていたはずである。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人及びその同居親族に係る国民年金保険料を父親が全期

間前納していたと主張しているところ、Ａ市（現在は、Ｂ市）の国民年金

被保険者名簿（紙名簿）及び国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）

によれば、申立人が名前を挙げた４人の親族は、いずれも昭和 37 年 11 月

から各人が 60 歳に達する月の前月までの国民年金保険料を同年 11 月に前

納していることが確認できる。 

しかしながら、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿には国民年金

保険料が全期間前納された記録は見当たらない上、申立人は昭和 36 年４

月から 37 年６月までの保険料を納期限までに現年度納付していることか

ら、申立期間当時、申立人に係る保険料の全期間前納が行われていたとす

れば同年７月以降の保険料が対象となるが、申立人は同年７月１日に厚生

年金保険の被保険者資格を取得し、39 年 11 月に同資格を喪失するまで被

保険者期間が継続していることを踏まえると、前述の親族に係る保険料が

全期間前納された 37 年 11 月において、国民年金の被保険者資格が無い申

立人に係る保険料の全期間前納が行われたとは考えにくい。 

また、申立期間の国民年金被保険者資格に係る記録は、オンライン記録

によれば、平成４年５月７日に行われた同年３月 29 日付け同資格の取得

処理と併せて追加処理されたことが確認できることから、申立期間当時は



未加入期間であり、当該追加処理が行われた時点で、申立期間の国民年金

保険料は、制度上、時効により納付することができない。 

さらに、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料の納付に関与してお

らず、申立人に代わって保険料の納付を行っていたとする申立人の父親は

既に死亡している上、前述の親族も記憶が定かではなく、当時の状況を確

認することができない。 

加えて、戸籍の附票によれば、申立人は、申立期間及びその前後を通じ

てＡ市以外に住所の異動が無く、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



東北（宮城）国民年金 事案 1815 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年１月から同年３月までの期間、49 年４月から 50 年

３月までの期間及び 51 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年１月から同年３月まで 

② 昭和 49 年４月から 50 年３月まで 

③ 昭和 51 年１月から同年３月まで 

申立期間のうち婚姻した昭和 49 年７月より前の期間は母親が、婚姻

後は元妻が自らの国民年金保険料と一緒に私の保険料を銀行の窓口で納

付していたので、申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が所持する昭和 49 年７月８日にＡ町が発

行した国民年金保険料の納付証明書によると、申立期間①の保険料は未納

となっていることが確認できる。 

また、申立人に係る国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）及び申

立人が所持する納付書・領収証書等によると、申立期間①前後の期間の国

民年金保険料は、婚姻後に遡って納付されていることが確認できるものの、

申立期間①の保険料が納付された状況は確認できない。 

さらに、申立人は、「婚姻前は、母親が自らの国民年金保険料と一緒に

銀行の窓口で納付していた。」と述べているところ、オンライン記録によ

ると、申立人の母親の申立期間①の保険料は申請免除となっている上、申

立期間②の保険料は未納となっていることが確認できる。これらのことを

踏まえると、申立人の申立期間①及び申立期間②のうち昭和 49 年４月か

ら同年６月までの保険料について、申立人の母親が納付していたとは考え

にくい。 



申立期間②のうち昭和 49 年７月から 50 年３月までの期間及び申立期間

③について、申立人は、「婚姻後は、元妻が自らの国民年金保険料と一緒

に銀行の窓口で納付していた。」と述べているところ、申立人の元妻に係

るＡ町の国民年金被保険者名簿（紙名簿）及び国民年金被保険者台帳（マ

イクロフィルム）によると、元妻の 49 年７月から 50 年３月までの期間の

保険料は未納となっていること、及び申立期間③の保険料は過年度納付さ

れていることが確認できる上、Ｂ市の国民年金自主納付者収滞納一覧表に

よると、申立期間②及び③の間の同年４月から同年 12 月までの期間の申

立人の元妻に係る国民年金保険料の納付日は、申立人の保険料納付日と相

違していることが確認できる。これらのことを踏まえると、申立人の元妻

が、申立期間②のうち 49 年７月から 50 年３月までの期間及び申立期間③

の保険料を、自らの保険料と一緒に納付していたとは考えにくい。 

また、申立人に係る国民年金被保険者台帳、Ａ町の国民年金被保険者名

簿（紙名簿）及びＣ町の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によると、申立

期間の国民年金保険料はいずれも未納となっていることが確認できる上、

この記録はオンライン記録とも一致している。 

さらに、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこと

を示す資料として、国民年金保険料納付通知書兼領収証書等を提出してい

るものの、いずれも申立期間とは別の期間に係る国民年金保険料の納付を

示すものであることから、当該資料に基づき、申立期間の保険料の納付に

ついて判断することはできない。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



東北（山形）厚生年金 事案 3152 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年４月１日から 32 年４月１日まで 

申立期間について、Ａ県Ｂ郡Ｃ町（現在は、Ｄ市）Ｅ地区にあったＦ

地域のＧ作業場で働いた。 

Ｇ作業場では 50 人ぐらい従業員がいたが、同じ仕事をした同僚には

厚生年金保険の被保険者記録があるのに、自分に記録が無いことに納得

がいかない。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤務していた事業所名を記憶していないが、Ｆ地域のＧ作業

場で同じ仕事をしていた同僚の氏名を挙げているところ、申立期間当時、

Ａ県Ｂ郡Ｃ町Ｅ地区で業務をしていた株式会社Ｈに係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿において当該同僚の氏名が確認できることから、時期は

特定できないものの、申立人が当該事業所に勤務していたことが推認でき

る。 

しかしながら、申立人は、上記同僚及びＧ作業場の責任者よりも後から

入社し、先に退社したと述べているところ、上記被保険者名簿によれば、

当該同僚の株式会社Ｈに係る厚生年金保険の被保険者期間は昭和 32 年４

月 15 日から 35 年 11 月 11 日まで、当該責任者の被保険者期間は 32 年５

月１日から同年 12 月５日までとなっており、申立期間の被保険者記録は

確認できない上、当該同僚及び責任者は既に亡くなっていることから、当

時の状況を確認することができない。 

また、オンライン記録において、株式会社Ｈで昭和 32 年３月以前に厚

生年金保険の被保険者資格を取得した者で、10 年１月以降の生まれの被



保険者 34 人中、所在が判明する 25 人に照会したところ、14 人から回答

があったが、そのうち２人はＦ地域のＧ作業場で働いたが申立人を覚えて

いないとし、ほかの 12 人は同作業場で働いたことはないと回答しており、

申立人の勤務実態等について具体的な証言は得られなかった。 

さらに、上記回答のあった 14 人のうち６人は、入社と同時に厚生年金

保険に加入したわけではないとし、うち１人は、「会社が社員の実績をみ

て加入させていた。」、残り５人のうち４人は、「厚生年金保険の加入が

無かったのは試用期間又は臨時雇用期間のためである。」と回答している

ことから、株式会社Ｈは入社と同時に従業員全員を厚生年金保険に加入さ

せていたわけではなかったことがうかがえる。 

加えて、申立期間当時に株式会社Ｈを経営していたとされる株式会社Ｉ

の後継事業所である株式会社Ｊは、当該事業所は昭和 56 年に閉鎖された

事業所で、資料等は残っていないと回答している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3153（宮城厚生年金事案 2801 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年 11 月 26 日から 52 年９月１日まで 

申立期間について、Ａ県Ｂ市にあったＣ株式会社で働いた。 

同僚の二人も、給与から厚生年金保険料が引かれていたはずである。 

前回の申立てに係る第三者委員会の結論は不当で納得がいかないので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 49 年 11 月 26 日から 51 年５月 19 日までの期間

については、雇用保険の被保険者記録が確認できることから、申立人はＣ

株式会社に勤務していたことは認められるものの、ⅰ）同社は、49 年 11

月 25 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間は適用

事業所でなかったこと、ⅱ）同年 11 月 26 日に同社の厚生年金保険の被保

険者資格を喪失している者は、申立人を含め 19 人が確認できるところ、

当該 19 人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の資格喪失日はオン

ライン記録と一致している上、当該被保険者原票において、資格喪失日が

遡及して訂正されているなどの不自然な箇所は見当たらないこと、ⅲ）上

記 19 人のうち８人は、申立人と同じく同年 11 月 25 日に同社が厚生年金

保険の適用事業所でなくなった日以降も同社において雇用保険の被保険者

期間が継続していることが確認できるが、当該８人のオンライン記録によ

ると、このうちの６人は、同年 11 月 26 日に国民年金の被保険者資格を取

得している上、国民年金手帳記号番号払出簿によると、同年 12 月３日に

国民年金手帳記号番号が払い出されていることが確認できること、ⅳ）申

立人と同日に同社において厚生年金保険の被保険者資格を喪失している者

のうち、所在が確認できる 10 人に照会したところ、回答があった５人の



うち２人は、申立期間当時について、同社が健康保険及び厚生年金保険の

適用事業所でなくなったため、個人で国民健康保険及び国民年金に加入し

たとしていることなどから、既に年金記録確認Ｄ地方第三者委員会（当

時）の決定に基づき、平成 24 年 12 月７日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、新たに同僚二人の姓を挙げて、当該同僚についても給

与から厚生年金保険料が引かれていたはずだと主張しているが、オンライ

ン記録によると、当該同僚と同姓の者でＣ株式会社に係る厚生年金保険の

被保険者記録を有する者は各々一人ずつ確認できるところ、いずれも申立

期間の同社に係る被保険者記録は見当たらない上、当該同僚の厚生年金保

険手帳記号番号は未統合となっており、所在が不明のため当時の状況を確

認することができない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらのことから、申立人の主張は年金記録確認Ｄ地方第三者委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が

厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3157 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年７月から同年 12 月まで 

② 昭和 46 年６月から同年８月まで 

私は、申立期間①においてＡ株式会社に、申立期間②においてＢ株式

会社に勤務したが、いずれも厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

申立期間①及び②について、それぞれの会社に勤務していたことは確

かなので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、季節労働者としてＡ株式会社に勤務し

たと述べているところ、同社は、「季節労働者を直接雇用していたか否か、

厚生年金保険に加入させていたか否かについて、資料が無いため不明であ

る。」と回答しており、申立人の当該期間における勤務実態等を確認する

ことができない。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人及び申立人が氏名を挙げた同僚５人について、申立期間①における

厚生年金保険の被保険者記録は見当たらない上、整理番号に欠番も無い。 

さらに、申立人のＡ株式会社における雇用保険の加入記録は見当たらな

い。 

申立期間②について、申立人は、季節労働者としてＢ株式会社に勤務し

たと述べているところ、同社は、「季節労働者を直接雇用していたか否か、

厚生年金保険に加入させていたか否かについて、資料が無いため不明であ

る。」と回答しており、申立人の当該期間における勤務実態等を確認する

ことができない。 

また、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、



申立人及び申立人が氏名を挙げた同僚３人について、申立期間②における

厚生年金保険の被保険者記録は見当たらない上、整理番号に欠番も無い。 

さらに、申立人のＢ株式会社における雇用保険の加入記録は見当たらな

い。 

加えて、申立人は、「Ａ株式会社とＢ株式会社に勤務した後に、オレン

ジ色の手帳が送られてきた。」と述べ、当該手帳は厚生年金保険に加入し

ていたために交付されたものではないかとして申立てを行っているところ、

申立期間当時、厚生年金保険の被保険者となった場合は、カードの厚生年

金保険被保険者証が交付されることとなっており、申立人が記憶するオレ

ンジ色の手帳は、昭和 49 年 10 月以降に交付された年金手帳であると推認

される。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 




